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†2022年度修了（社会経営科学プログラム）

1. 研究の目的と先行研究

1.1  研究の目的
本研究は戦後日本における出生数の例外ととらえられて

いる1966年コーホートのライフコースを前後年コーホー
トとの比較，当時の社会状況を進学・就職・結婚・出産の
ライフイベント毎に検討するものである。コーホートとは
ある期間に出生や結婚等の何らかのイベントが発生した人
を集団としてとらえたものであり，出生に関わる集団は出
生コーホートと呼ぶ。本研究では但し書きのないかぎりコ
ーホートは出生コーホートである。

出生数の例外ととらえられている1966年であるが，この
年は十干十二支で60年に一度訪れる"ひのえうま"の年であ
る。“ひのえ”にも“うま”にも火の属性がついているこ
とからひのえうま生まれ女性は気性が荒く夫をくいつぶす
という迷信がある。迷信の影響からか1966年は出生数が
136万人となり前年より46万人，率に換算すると約25％と
いう大激減となった。翌年1967年の出生数が193万人であ
り，ある意味当時のトレンド通りといえるものとなってい
る。1年だけの出生数大変動であったため，例外ととらえ
られているが多数ある66年の出生に関する先行研究からひ
のえうま迷信は60年に一度の出産減を生むだけと言い切れ
るのかを確認する。

1.2  66年に何が起こったのか
まず出生減の原因は以下の4点が考えられる。先行研究

を紐解きながら66年の出生減に関わる現象を追跡する。
1：66年以前の結婚が少なかった
2：死産・人口中絶が多かった
3：出生届け出の虚偽申請 4：出産を控えた
図1.1は1960～70年までの出生数，人口妊娠中絶数，死

産数，婚姻数の推移をグラフ化したものである。66年に人
工妊娠中絶，死産が増えてはいない。出産に繋がる婚姻に

関して控えた様子も見られない。1と2に関しては大幅出生
減の要因とは言い難い。
 戸籍法第49条により出産した日から14日以内に届け出る
こととなっている出生届の虚偽申請が多数発生したのであ
ろうか？関弥三郎（1971）は概ね女性100に対して男性が
105程度となる出生性比を手掛かりに虚偽申請の推計を行
っている。関による推計は約10,000人であり，虚偽申請が
出生大幅減の主要因とは考えられない。

最後に出産を控えたことが出生数激減の主要因と結論づ
けて良いものであろうか。

まず66年人口動態統計において特別調査が行われてい
る。この調査によると受胎調整の実施状況は60％となって
おり，受胎調整はしていないが人工妊娠中絶を行ったもの
を合わせると約80％となる。ひのえうまの認識状況をみる
と98％が知っていると回答しており，66年の出生大幅減は
ひのえうまを意識したうえでの受胎調節の結果であると結
論づけている。

大谷憲司（1991）は合計出生率と合計結婚出生率の変
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人工妊娠中絶数，死産数，婚姻数【11】
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化，そのカンタム要因1)，タイミング要因2)の調査を行った。
タイミング要因では大きな変動が66年にあるのに対し，

カンタム要因ではほぼ変動がなくカンタム＝生涯出生力に
迷信の影響は全くなかった。しかし第一子～第三子タイミ
ングにおいて数値の落ち込みが見られ出生減の理由は出生
回避行動，即ちタイミング効果であったことを確認している。

それでは66年の出産を大きく回避したコーホートはどこ
だったのか？大谷によると63年第一子出産コーホートに
66年第二子出生回避行動，そして64年結婚コーホートの
66年第一子出生回避行動が確認された。この出生回避行動
が66年の出生数減以外の特徴を生んだ。その特徴とは66
年コーホートは第一子出生比率が51％となっていることで
ある。第一子出生比率が50％を超えたのは戦後から2021
年までにおいて66年のみである。迷信に端を発した66年
の大幅出生数減の主要因はこの年の出産を避けたというタ
イミング要因であったのである。

ひのえうま迷信は一年限りの出生数変動ではなく，前後
年含めて3年にわたるものであったのであり本研究におい
て66年コーホートと前後年コーホートの比較において検討
を行うのはこのためである。

1.3  先行研究
66年における出生減の原因は調べつくされたといっても

過言ではないが，その後のライフコースに関しての研究は
少なくはないが多くもない。

まず坂井博道（1995）は教鞭をとる大学の卒業生調査の
中で特筆すべきものを見出している。66年生まれの学生が

「自分ならば丙午の年にも子どもを生んだ」という質問に
対し，100％“産む”回答を行っていることであり，坂井
は「その問に肯定しないと自分の存在を否定されることに
なるわけであるから当然の反応であるが，やはり『丙午』
生まれのものが独特の意識を持っている可能性が高いこと
がわかる」と記載している。

赤林英夫（2006）は66年コーホートのその後を追跡して
いる。結婚について赤林は予想される迷信効果と違い66年
コーホート男性が結婚率が著しく低かったことを指摘し，自
身の同年女性に対する結婚回避行動からであり迷信効果を
受けたのは実は女性ではなく男性であったと解釈している。

次いで赤林は07年に別データを使用し結婚に焦点をあて
調査を行い06年の研究と同様の結果を得ている。

Yamada Hiroyuki（2013）は66年の前後年コーホートと
の比較，そして66年コーホート男性と女性の比較から調査
を行った。この研究において66年コーホート女性の両親の
職業や学歴，年齢の違いは見当たらなかった。

66年コーホート女性の学歴については四年制大学進学に
ついて他の女性コーホートより進学率が高いとする赤林

（2007）の結果を支持するものとなっている。また，結婚
に関して結婚率，夫の学歴，年齢，収入，夫との年齢差に
ついては他の女性コーホートとの違いが見られなかった。
更に結婚と家庭内資源配分，特に配偶者の年齢と教育，結
婚費用，家庭の支出と貯蓄に絞り差分アプローチを取った
が目立った差異は見られなかった。Yamadaは迷信効果よ
りコーホート効果が高かったのではないかと解釈を行って
いる。

Shimizutani SatoshiとYamada Hiroyuki（2014） は 結
婚，離婚，死別，夫婦年齢差に関し検討を行ったところ，
結婚率に関しては前後年コーホートとの違いはないが，離
婚率に関しては著しく高く，そして死別率は著しく低いと
指摘した。そして夫婦の年齢差にはコーホート間での著し
い差は見当たらなかった。これはYamada（2013）の研究
と一致している。

学歴に関しては高等学校卒業に関すると割合は著しく高
かったが，短期大学，専門学校の卒業割合は66年コーホー
トは少なくなっている。四年制大学卒業は前後年コーホー
トより若干低くなっている。これは赤林（2007），Yamada

（2013）らの結果と異なっている。この違いに関して
ShimizutaniとYamadaはYamada（2013）の利用したデー
タの小ささに起因しているのではないかと推測している。

2. 進学

本章においては65～67年コーホートの高等教育への進学
についてコーホートサイズと進学機会の大小の面から検討
を行う。

2.1  生まれ年と学年の違い
高等教育機関への進学に関しては18歳人口3)を基にする。
66年出生コーホートは学年コーホートとしては2つに分

けられる。66年1/1～4/1生まれと4/2～12/31生まれであ
る。この約3カ月のずれが65～67年コーホートには大きな
影響を与えた。それは出生コーホートでは見られる66年の
大きな出生減が学年コーホートでは逆転することである。

人口動態統計における月別出生数を検討すると65年学年
コーホートは1月から出生が激減，66年学年コーホートは1
月から激増しており出生コーホートと学年コーホートの3
カ月の違いは明らかである。66年の出生回避行動がどれだ

表 2.1  学年コーホート別 18 歳人口と出生数【11】【15】

1) Quantum　一人の女性が生涯に何人の子供を産むかという生涯出生力の増減を示す指標。
2) 一人の女性が生涯のどの時期，何歳で子供を産むかというタイミングの指標。テンポ（tempo）要因とも呼ばれる。
3) ある年の3年前の中学校卒業者及び中等教育前期課程修了者数
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赤林（2006）によると85年の大学進学率は前後年と比べ
て高くなってはいない。ただ，国公立大学への進学に限る
と前後年より高くなっている。赤林は国公立大学は私立大
学より教育の質が高く，社会的威信も高いとし，66年学年
コーホートは前後年より上回っているとしている。
Akabayashi（2007）も同様の結論に達している。 

Yamada（2013）は短大に関しては前後年コーホートよ
り66年学年コーホート女性の進学率は低い，四大の場合は
高いと結論づけている。 

Shimizutani＆Yamada（2014）によると短大・専門学校
に関しては前後年コーホートより進学率は低い。大学に関
しては文章としては記載はないが表によると他コーホート
と差はないようである。

進学率は過年度卒業者も含んだものである。66年学年コ
ーホートが現役で受験する85年の進学率は前後年より明ら
かに高くなっている。しかし現役進学率に絞ると前後年よ
り進学率が群を抜いて高くなっているわけではない。66年
学年コーホートの現役はコーホートサイズに合わせた定員
調整をされていない，そして学習指導要領変更による初回
の受験であった追い風は現役進学率に表れた。それ以上に
男女問わずに過年度卒業者にとっての追い風となり全体の
進学率を上げる結果となったと解釈するのが自然である。

3. 就職

本章においては65～67年コーホートの労働市場への参入
についてコーホートサイズと景気動向，そして社会制度に
ついて検討を行う。

就職に関する先行研究は赤林（2006）Akabayashi（2007）
が前後コーホートと差はなかった，就職時期がバブル景気
と重なったためコーホート効果はみえなくなっている，と
記載するにとどまっている。

3.1  84年からの労働力供給
高等学校卒業は85年3月でそろっているとしてもその後

のライフコースに関しては一様ではない。このため，進学
の検討の際には可能であった1年ごとの検討は非常に困難
である。本章においては65年学年コーホートが高等学校を
卒業した後に就職する1984年から10年程度の範囲につい
て検討を行う。

前章にて検討したが，各コーホートの約6割が高等学校
卒業後に就職し，女子は短期大学，男子は過年度卒業受験

け激しかったのかを物語るものである。これは学年コーホ
ートにおいては出生回避行動の影響が若干薄められた，と
言い換えることもできる。

2.2  コーホートサイズは進学を有利にしたか
65～67年学年コーホートが現役で受験する84年以降にて

検討を行う。当時は国公立大学と国公立短期大学への入学
は“国公立大学入試選抜共通第一次学力試験”，通称共通
一次試験受験が必須であった。共通一次試験は国公立大
学・短大への入学選抜のみに使用されていた。65～67年学
年コーホートが現役で受験するころの傾向は朝日新聞
1985年12月18日東京版朝刊3面によると現役率は1979年の
共通一次試験開始の年から減少を続けており『受験生の国
公立大離れを一段と鮮明にしている。』と記載されてい
る。当時は私立大学が人気であったのである。

この記事で重要なことは前年の66年学年コーホートの年
は最も広き門であった，と記載していることである。倍率
的には66年と67年学年コーホートの変化はなかったが，
一点違いが見られる。それは66年学年コーホートの受験は
改訂高等学校学習指導要領による最初のものであったこと
である。これは66年学年コーホートにとっては追い風にな
るが65年学年コーホートの過年度卒業受験者にとっては向
かい風となる。受験生はコーホートサイズだけはなく受験
制度にも振り回されるのである。

また受験者数が減るであろうことは事前に判明している
状況であったため，それに対応した定員削減が行われた可
能性がある。

表2.2の通り18歳人口の減少に対応した定員変更は行わ
れていない。67年学年コーホートに関しては国公立の四年
制大学の定員を臨時に前年度から6,000人増やすという措
置がなされている。定員を18歳人口で除し，機会という観
点で差異を見るとその差は明らかである。67年学年コーホ
ートに対する臨時定員増が存在しても機会が最も小さくな
っている。

また，迷信は女性に対してのものであり，結婚が不利に
なる可能性がある。結婚による経済的安定が難しいとなる
と，高学歴化し自身の給与の増加を図るという選択肢も発
生するため女性の進学率を上げたかもしれない。まずは先
行研究を見る。

表 2.2  四年制大学と短期大学の定員数と
18 歳人口で除した値【15】【16】【17】

表 2.2  84 ～ 86 年の男女別現役進学率と
過年度卒業者込み進学率【15】
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図3.2においてグラフの背景色を入れた部分が景気の山
＝景気が良かった時期となる。新卒就職だけではなく転職
やパート雇用なども含んだものではあるが，バブル景気4)

の間の有効求人倍率の高さは目を見張るものがある。その
分バブル景気崩壊後から93年までの急激な落ち込みが目立
つものとなっている。

高等学校を85年春に就職するコーホートに関しては当時
の円高不況の影響で苦戦を強いられた可能性がある。た
だ，高卒での就職であることを忘れてはならない。高卒で
の就職は“一人一社制”という短大・四年制大とは異なる
学校と会社の就職協定が存在しているからである。

この就職協定は1952年（昭和27年）高度経済成長期にみ
られた若年労働者の不足傾向を補うための企業による高卒
者の俗にいう“青田買い”“超青田買い”を防ぎ，学生で
ある時期に学業を妨げないようにするものである。この協
定により企業は学校の学力ランクを基に求人票を高校に提
出，高校は学生の学業成績を基に企業受験の機会の配分を
行う。このシステムは90年代初めまではうまく機能してい
たようである。俗にいうバブル景気の崩壊後にシステムは
崩壊していくこととなった。もちろん景気だけでなく，大
学進学率の上昇，高卒無業者の増加，非正規雇用の増加な
ど複数要因がシステム崩壊の原因であった。

システムが強固であった80年代においては，景気が減速
傾向にあったといえども85年春の就職に関しては極端に悪
くなるということはなかったであろう。87年春短大卒，89
年春四年生大卒に関してはコーホート効果からみても景気
動向からみても就職に格別な苦戦はなかったと考えられる。

問題はバブル景気崩壊後に新卒就職となった場合であ
る。バブル景気崩壊は91年の3月から93年10月を指す。新
卒だけではなく有効求人倍率も急激な下降を見せている。

94年以降となると就職氷河期とまで称される就職の厳し
い時期となる。本来，四年制大卒労働者が増加する93年以
降の人数が増えるどころか減少しているのはコーホート効
果によるもの以上に景気減速によるものである。

4. 結婚

本章と次章においては人口動態統計を使用し，65～67年
コーホートが再生産年齢5)に入る，即ち65年コーホートが
15歳になった後に法的に結婚可能6)となる81年以降の結
婚，そしてその後の出産に関して65～67年コーホートを
比較し，コーホートサイズの効果と社会的変動を確認す
る。  

4.1  データとその解釈
まず人口動態統計の各年度より各コーホートの男女の年

も含めて四年制大学に進学し，就職するのが当時の主なラ
イフコースであった。女子の四年制大学への進学はわずか
であった。

 

66年学年コーホートの高卒（1985年）・短大（1987年）
の就職数を見ると，ほぼ学年コーホートの大きさが就職数
の大きさとなっている。四年制大卒（1989年）に関して
は学年コーホートの大小による就職数の違いがほぼ見られ
ない。これは現役進学が30％台で過年度卒業での入学者が
多かったことが影響していると考えられる。87年の短大卒
の女性の人数が若干減少しているのは短大の男女比率の極
端さと学年コーホート＝就職数の大きさ，と合わせて考え
ると66年学年コーホートの女性が短大に関してはほぼ高等
学校卒業後すぐに入学し，2年で終了し就職しているから
と解釈できる。

3.2  労働力の需要と最終学歴による選考の違い
就職は景気の動向にも左右される。景気の波の循環に関

しては内閣府経済社会総合研究所にて景気基準日付の山と
谷を設定している。

 

図 3.1  1984 ～ 96 年高卒・短大卒・四大卒での
男女別就職数推移　【15】

4) 1986年11月から1991年2月までの景気の山のこと。
5) 女性の生殖可能年齢のこと。一般的に15～49歳であり,本研究においてもこれに従う。
6) 女性の法的婚姻が可能となる年齢が16歳から18歳に引き上げられたのは2022年民法改正からである。

図 3.2  有効求人倍率（パート含まずとパートのみ）と
景気基準日付【10】【13】
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結婚数を出生数で除して割合からみるとコーホートの違
いがより現れる。66年コーホートは明らかに前後年コーホ
ートより結婚の割合が高くなっている。これはいかなる理
由によるものであろうか。

4.3  男女の結婚の嗜好の違い
結婚に際しては相手の年収や年齢，社会的地位など嗜好

による個々人の選択がある。この結婚相手の条件を調査し
ている国立社会保障・人口問題研究所の出生動向基本調査
は結婚相手の条件として

1：人柄　2：経済力　3：職業　4：容姿　5：学歴
6：家事・育児の能力　7：仕事への理解　8：共通の趣味
以上8点につい個々人の重要度を質問している。しか

し。他にも考えられるものがある。それは相手の年齢であ
る。 

第15回出生動向基本調査による希望する結婚相手との年
齢差構成を見ると男女問わずに同世代の嗜好が増加してい
る。男女ともに同じ年を除けば差は1～2歳から3～4歳を
希望する割合が一番多くなっている。

本研究ではコーホート別の結婚年齢分布を結婚の有利不
利の指標とする。もしも66年コーホート，特に女性に迷信
効果が働き年齢の希望が通らなかったと仮定すると分布が
前後年コーホートとは異なるパターンを描くはずである。
そこで初婚-初婚の組み合わせのみ，そしてコーホート別

齢別結婚数を確認する。ここで問題となるのは人口動態統
計における年齢と出生年の違いが発生することである。人
口動態統計は届け出があった月日のその時点での年齢別に
て集計される。これは66年コーホート女性が86年に結婚
したとしたときに必ずしも20歳での集計にはならないとい
うことである。今回，66年生まれ婚姻数は65年と66年のコ
ーホートの平均値をとりデータの補正を行ったものを使用
し検討を行う。端数は切り捨て処理を行ったため合計が合
わない部分が存在することに注意が必要である。更に法的
に結婚可能な男性18歳，女性16歳からのデータを使用し
た。
 
4.2  結婚数・年齢・分布の比較

まず法的に結婚可能な年齢から2020年までの初婚-初
婚・初婚-再婚・再婚-再婚の男女別合計数を見る。更に合
計数を出生数で除した割合も確認する。

 

表4.1から検討すると初婚-初婚以外がほとんどないと言
い切っても過言ではなくなっているため，初婚-初婚の組
み合わせにおいてコーホート別の比較検討を行う。

男女ともに年を追うごとに結婚数が減少している。66年
コーホートに関してはサイズが小さいことから数の減少も
理解できるが，67年の減少についてはコーホートサイズと
は不釣り合いで何らかの社会的要因が働いたのではないか
と推測できる。

表 4。１  男女別 65 ～ 67 年コーホート別婚姻数と割合
カッコ内はパーセンテージ【12】

図 4.1  65 ～ 67 年コーホート別初婚数と割合・男女別【11】
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対しての供給が非常にアンバランスであったと言い換えら
れる。このアンバランスは“結婚スクイズ”とも呼ばれる
ものである。『現代人口辞典』による定義は「結婚を希望
する男女それぞれの側からの需給バランスに不均衡が起こ
る」ことである。

結婚率に関してもう一つ検討を行う。それは男女ともに
希望が高い同世代同士の結婚である。66年コーホートは男
女共に結婚機会が大きく，そして実際に結婚が多かった。
男女共に結婚機会が大きかったことは同世代同士の結婚に
どのような影響を与えたのであろうか。

66年コーホートは同世代同士の結婚割合も前後年コーホ
ートより高くなっていた。66年コーホート男性は構造的に
同世代同士の結婚機会は小さくなる。希望する3～4歳程度
まで年下の結婚機会は大きかったため，同世代同士結婚に
こだわる理由はなかったにも係わらず同世代結婚割合は高
くなっている。

66年コーホート女性から考えると構造的に結婚機会は非
常に大きい。男性と別の意味で同世代同士の結婚にこだわ
る理由はなかったといえる。

このような状況であったにも関わらず同世代結婚の割合
が高いということは66年コーホートは男女共に結婚機会が
大きかったにも関わらず同世代同士の結婚を希望し，そし
てそれが叶っているのである，と解釈できる。

にて男女の結婚の年と人数のグラフを作成し年齢の分布に
絞って検討を行う。

 

65～67年コーホートの男女のどちらも偏った結婚年齢の
分布は見られない。年齢的には同じような結婚年齢のイベ
ントを迎えている。よって66年コーホート，特に女性に迷
信効果が働き年齢の希望が通らなかったという仮定は否定
される。

4.4  結婚スクイズ
ここまで見てきたように，ひのえうま迷信は女性の結婚

が避けられるという性別に対してのものであるにも関わら
ず66年出生コーホートの女性は他のコーホートより結婚率
が高くなっている。結婚のために嗜好から外れた年齢のパ
ートナーを選択したわけでもない。

この現象の要因は何であろうか？迷信を完全に要因から
外し，結婚機会のみで考えるとコーホートサイズが小さい
ことから66年生まれの男女の希少価値は高まる。66年コー
ホートの結婚機会を結婚相手との年齢差から検討を行う。

男性は同世代～3歳年下まで，女性は同世代～3歳年上ま
での出生数をみたものである。66年コーホートは男女共に
同世代から3歳程度年上（年下）となると年齢による結婚
機会のサイズは大きくなる。そして割合から見ると希望に
あう年齢の相手が一番多いのは66年コーホートの男女であ
る。この機会の大きさが結婚数を増やしたのである。そし
て機会が小さくなった67年コーホートは正逆の結果となっ
た。

66年と67年コーホートに関しては男女共に結婚の需要に

図 4.3  65 ～ 67 年コーホート女性初婚年齢別結婚数【11】

図 4.2  65 ～ 67 年コーホート男性初婚年齢別結婚数【11】

表 4.2  62 ～ 70 年コーホート出生数比較【11】

表 4.3  同世代同士の結婚数と割合【11】



66年コーホートのライフコース
― コーホート効果と機会の大小 ―

83

次いで子どもの出生順別での検討を行う。

66年と前後年コーホートの第一子～第十子別出産割合は
酷似しており相違を見出すことは困難である。男女別にみ
ても相違を見出すことは困難である。これは66年と前後年
コーホートは出産回避行動をとってはいないということに
もなる。

5.2  出産の動向の変化
ここからは国立社会保障・人口問題研究所の出生動向調

査・夫婦調査第9～15回による理想の子ども数，予定の子
ども数，そして理想より予定子ども数が少ない理由の経年
トレンドを確認する。

理想の子ども数は2～3人という回答がどの調査回におい
でも80％を超えている。ただ，その回を追うごとに2人と
いう回答が増え，3人という回答が減っている。

予定の子ども数に関しても理想の子ども数と同じく2人
と3人の回答割合が80％前後となっている。ただ，その内
訳は圧倒的に2人の回答が多くなっている。理想より予定
の子ども数の方が1人程度少なくなる傾向が見える。それ
では理想より予定の子ども数が少なくなるのはどのような
理由によるものであろうか。

予定の子ども数が少ない理由はどの調査回においても子
育てや教育にお金がかかりすぎるから，が最大となってい
る。ほしいけどできないからという回答も調査回を追うご
とに多くなっているが，これは結婚の遅れからくる出産時
期の遅れが絡んでいると考えられる。

理想より予定の子ども数の方が少なくなる，その理由の
最も大きなものは子どもに関わる経済的なものである。こ
れを念頭に置き改めて65～67年コーホートの出産数と割

この結論は結婚率が66年出生コーホートは男女共に低
い，特に男性が低いとした赤林（2006）Akabayashi（2007）
にも前後年コーホートと比較して変わりがないとした
Yamada（2013），Shimizutani＆Yamada（2014） の い ず
れの結論とも異なるものとなる。これは使用したデータの
サイズの違いに起因するものだと考えられる。

そして66年コーホート女性に関しては更なる検討が必要
となる。それは希望する年齢の男性との結婚はできたが，
そのために女性が結婚に対して何かを希望することをあき
らめたのではないか？ということである。

女性が結婚にあたっては相手の年齢の他，社会的地位・経
済力・学歴なども重要視する。社会的地位・経済力・学歴を
自身より高いものを嗜好することは上昇婚（hypergamy）
とも称される。特に経済力と職業が女性の高い嗜好となっ
ている。この年齢以外の女性の嗜好をあきらめたことが結
婚に結び付いたのではないか？とも考えられる。

残念ながら，人口動態統計による調査ではその答えは直
接的には出せない。ただし，間接的な見方により検討を行
うことは可能であり次章においてその作業を行う。

5. 出産

本章では前章と同じく補正した人口動態統計を利用した
全数のものとなる。また4章と同様に補正をかけたものを
使用している。なお66年と前後年コーホートの出産に関す
る研究は未だ存在しない。本章は全くの新規の検討となる。

5.1  コーホート別の比較
まずコーホート別の出産数を男女別，嫡出・非嫡出別に

て検討する。 
66年と前後年コーホートは90年代前半に出産のピークを

迎えている。年齢にすると27～28歳となる。
どのコーホートも20～40歳の間で合計出産数の96～97％

を数える。出産は短い時期に大量に起こるものなのである。
非嫡出子は全体の1～2％程度と極めて少なくなってい

る。嫡出子と非嫡出子の比率が極端であるため，以下の検
討についてはこれらを区別しない。

図 5.1  男　嫡出・非嫡出別コーホート別出産数【11】

図 5.2  女　嫡出・非嫡出別コーホート別出産数【11】

表 5.1  コーホート別男女別第一子～第十子出生数と
割合と出生性比【11】
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阿藤誠（2010）によると，1.57ショック以前にも家族政
策 は存在している。ただし，性別役割分業型の家族モデ
ルを基にしたものであり，阿藤は「80年代末までの家族政
策は『出生率向上の意図を全くもたない家族政策』であっ
た」としている。1.57ショック以降の家族政策は子どもを
持つ家庭，子育て中の女性，特に働く女性に注目した支援
策から出発した。91年育児休業法，94年エンゼルプランに
よる保育サービスの充実化は明らかに共働き家庭をターゲ
ットとした政策である。1.57ショックは日本における家族
政策の変化をもたらしたのである。

6. まとめと今後の課題

菱沼従尹（1967）はコーホートサイズの小ささから66年
コーホートはライフイベントに際して「幸福な星のもと
で」あろうと記載している。菱沼の予測を本研究で示した
といえる。ただ，コーホートサイズだけがライフイベント
に影響を与えるわけではなく様々な社会的要因があったこ
とも本研究で示したことである。

確かに66年コーホートは社会的なプラスの要因が多かっ
た。それは単にめぐりあわせの問題だけである。ある意味
66年コーホートは自身の出生数激減以外の大変動はなかっ
たともいえるのである。ただ，自身の出生年の合計出生率
1.58を割ることとなった89年以降，日本では本格的に少子
化対策が行われるようになった。自身が生まれたときには
既に危惧されていた人口縮小再生産は23年を経て社会現象
となったのである。

そして今後の課題について数点述べる。本研究はマクロ
データを使用しており地域差については検討を行っていな
い。

本研究においては結婚に関して同類婚は「年齢」同類婚
のみを検討した。他に検討すべき同類婚として「学歴」

「地域」「収入」「社会的地位」などが存在することを明記
しておく。

更に本研究は個別のケースにこたえるものではない。結
婚差別を実際に受けた女性も存在したであろう。もちろん
個別ケースには答えられないという本研究が結婚差別がな
かったと結論付けているわけではない。

本研究で見ていない要因を更に細かく分析することは可
能ではあるだろう。ただ1年コーホートでの差異を見るに
はある程度大きいサンプルサイズが必要となることには注
意する必要がある。

最後に66年から60年後の2026年に関して簡潔に述べてお
きたい。

山田昌弘（2020）は授業にて大学生にひのえうま迷信を
信じるか？と尋ねているとのことである。毎回約2割の大
学生がひのえうまの年に出産を控えると回答するというこ
とで今の大学生が迷信など信じるわけがないと考えていた
山田を驚かせる結果となっている。

また，大見広規とメドウズ・マーティン（2019）も山田

合を見る。

 
表5.2のコーホート別出産の割合をみると66年コーホー

トが群を抜いて割合が高くなっている。
ただし，結婚の数ではなく女性の数，即ち各年の女性コ

ーホート数で除していることには注意が必要である。4章
での検討通りに結婚の数にて除するとこの表以上に差が大
きくなる。

このことから4章の終わりに投げかけた希望する同世代
から3～4歳程度の年上との結婚はできたが，そのために女
性が結婚に対して何かを希望することをあきらめたのでは
ないかという疑問にある程度答えることができる。

66年コーホート女性は希望する同世代から3～4歳の年上
との結婚ができた。その結婚は経済面に関して希望をあき
らめたからではない。なぜなら多額のコストがかかる出産
と子育てを他のコーホートより行っているからである。

ただ，今回の検討の方法では経済以外の要因は全く分か
らないうえに非常に間接的なものである。結婚相手に希望
することは年齢・経済以外にも多数ある。また，出産に関
して経済要因のみで出産をする（しない）わけではない。
子どもを持つことが家族の豊かさにつながるといった価値
観も出産要因である。それを検討するには出生動向調査の
一次データか他の調査データが必要となるであろう。

5.3  1.57ショック
ここまでは65～67年コーホートの出産に関わる実際の数

値と意識，そして動向の変化を見てきた。
65～67年コーホートが最も出産をした時期は先述した通

り90年代前半である。この時期には出生に関わる大きな社
会変動が存在した。それは90年に前年89年の合計出生率
1.57が発表された俗にいう“1.57ショック”である。

1.57という数値が唐突に社会問題とまでなった理由はた
だ一つ，戦後から89年まで出生率が最も低かったのが66
年の1.58であり，その出生率さえ下回ったということから
である。

“少子化”はこの時期に日本の人口問題として一気にク
ローズアップされるようになった言葉である。“少子化”
という言葉自体は84年11月13日朝日新聞朝刊社説「悲劇
から何をくみとるか」など80年代から使用されている。し
かし，“少子化”が社会問題化されたという意味において
の語源は92年の経済企画庁『国民生活白書』の副題「少子
社会の到来，その影響と対応」からである。“少子化”と
いう言葉は人口問題ではあるが学術用語ではなかったので
ある。

表 5.2  コーホート別出産割合【11】
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と同様に勤務先の大学生を対象とし，ひのえうま迷信につ
いてアンケートを行っている。そして山田の調査と同じく
2割程度はひのえうま迷信が気になるという回答を得てい
る。更に自分自身の意見としては出産を控えるという選択
はしないが，パートナーや自分とパートナーの親や親せき
からの影響はある程度影響されると半数近くが回答してい
る。

前回から60年近く経ってはいるが迷信は出産に関して影
響を与える力を持ち合わせているということである。
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